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１.	はじめに

　大原美術館，有隣荘等に隣接した倉敷美観地区の中心
に位置し，倉敷市民と観光客に親しまれている中国銀行
倉敷本町出張所（旧第一合同銀行倉敷支店）の耐震改修
について報告する。補強方針は1998年12月に国の登録有
形文化財に指定された既存建物の外観と内部仕上げを保
持しながら，耐震性能を向上させるものである。

２.	建物概要

２.１　概要

　建物構造は，煉瓦造一部鉄筋コンクリート造２階建て，
基礎構造は煉瓦造，屋根は木造銅板一文字葺き，建築面
積約449m2である。建物用途は銀行で，所在地は岡山県
倉敷市本町３-１である。建物の竣工は1922年８月，設計
者は東京帝国大学工科大学建築学科卒で陸軍省に勤務し
ていた薬師寺主計（かずえ），施工は藤木工務店である。
　外観意匠の特徴は，ドリス式といわれるオーダーを簡
略化した柱が北面に６本，西面に４本配され，１階部の
柱間には半円の丸窓を配し，ルネサンス的な様相を呈し
ている。屋根に突き出した半円形の出窓は開閉ができず，
意匠と換気を兼ねたものである。かつての屋根には天然
スレートが葺かれていたが，現在は銅板葺きである。基
壇部は北木島産の御影石を用いているが，壁の材料は色
モルタルに細かな砕石を混ぜ，斫りあるいは小叩き仕上
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げによる手法で表面を加工し，四角に切った石を積み上
げたように表現している（写真１，図１）１）。
　構造上の外観の特色の一つは，北面や西面中央部分の
窓の開口面積が大きいことであり，幅の広い開口を設け
るために１階をアーチ構造，２階をマグサ構造としてい
る。アーチ構造にするとアーチのライズを確保しなけれ
ばならないので，スパンドレルの成はどうしても大きく
なる。窓の幅が狭い場合には石造のマグサを用いても良
いが，幅が広くなると石材で上部荷重による曲げモーメ
ントを支持することが難しくなる。当該建物は最新技術
であるRC造のマグサを用い，アーチ構造によらなくとも
開口スパンの大きな上部荷重を安全に伝達することによ
って軒部スパンドレルの高さを減じ，デザイン上の軽快
さを演出するとともに，建物の軽量化にも寄与している。
　内部の建築仕上げ材としては，壁・天井面に漆喰が用
いられている。幾何学的模様を基調としたシンプルな建
築意匠ではあるが，洗練されたデザインのレリーフが施
されている。１階営業室は，２階まで吹抜けになってお
り，窓の上部に設けられた半円窓には木内真太郎の手に
よるステンドグラスがはめ込まれている。デザイン的に
は丸や楕円を基調として，アール・ヌーヴォー的なデザ
インが施され，２階に張り出した回廊部の手摺止めのデ
ザインも円形をモチーフに鋼製で作られている１）（写真
２～４）。
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図１　北立面図写真１　�修理保全委員会のメンバーと改修工事が完成した中国銀
行倉敷支店本町出張所
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２.２　煉瓦造建築の歴史的背景

　1922年は関東大震災の前年にあたるが，この頃に日本
の煉瓦造建築の技術が頂点に達し，造形的にも構造技術
的にも成熟期を迎えており，さらに第一次大戦期の空前
の好景気にも恵まれて極めて質の高い洋風建築が建設さ
れた時期でもあった。
　ただ，当時の経済規模の急速な拡大に対して，煉瓦造
では高層化が難しいこともあり，鉄骨構造や鉄筋コンク
リート構造の導入が図られた時期にも重なっている。す
なわち，成熟した伝統的な組積造建築の技術から発展途
上のいわば未成熟な鉄筋コンクリート造の技術への移行
期にあたっており，当時の建築には，一種独特な工法が
混在する事例が多いという特色がある。
　また，新進のRC造などの近代工法に関する統一的な
基準がなかったために，その詳細は設計者の裁量に委ね
られることが多く，耐震性能についても建物によって大
きく異なる傾向がある。そのため，耐震改修にあたって
も対象建物の個別的な特色を加味した手法の検討が不可
欠となる。
　設計者の薬師寺主計は陸軍省出身であっため，陸軍の
厳格な直営工事における施工管理が行われた可能性の高
いことは，煉瓦工事を始め，仕上げの高度さからも十分
うかがわれる。

３.	建物構造概要，構造調査結果と	
耐震診断結果

　当該建物は煉瓦造建築で，竣工時期から判断して1919
年に施行された市街地建築物法（物法）に基づいて計画
された可能性が高い。当時，物法の適用地域は東京，大
阪，名古屋など数都市に限られていたが，煉瓦組積造の
構造や平面計画などについては，物法に準拠していたと
判断される。
　改修工事に先立ち，2010年の事前調査（構造種別の判
別のためのコア抜き，臥梁・煉瓦の確認調査）と2011年
の本調査（構造断面・建物実測，不同沈下測定），2012
年の追加調査（煉瓦目地のせん断試験，あと施工アンカ
ー引抜試験）などが行われ，当初，鉄筋コンクリート造
と思われていた構造種別が主要構造部は煉瓦造で一部が

鉄筋コンクリート造であることなどが判明した。

３.１　建物構造概要

　当該建物の外観は一体であるが，実際には①営業室の
周囲に下記の②～④の建物を付属している。また，４つ
の建物は煉瓦造，木造，鉄骨造の３つの構造種別に分か
れている。
①銀行営業室（主要建物）
　主屋と下屋からなる。主屋は煉瓦造２階建て（２階部
は総吹抜け），木造小屋組，軒高約9.7 m・棟高約15 m，
張間約11.5 m・桁行約16 m。下屋は西側１スパンの倉庫
用途の煉瓦造３階建てとその他３スパンの付室用途の煉
瓦造平屋に分かれる。煉瓦造３階建ては床スラブRC造，
木造小屋組，軒高約8.8 m・棟高約10 m，張間約4.5 m・桁
行約3.6 m。煉瓦造平屋は屋根スラブRC造，軒高約4.0 m，
張間約2.7 m・桁行12.3 m。
②東側付属棟　
　木造２階建て，モルタル仕上げ，張間8.2m・桁行12.7m。
③南側平屋倉庫
　倉庫と煙突からなる。倉庫は煉瓦造平屋，木造小屋組，
軒高約3.5 m・棟高約4.5 m，張間約4.9 m・桁行約4.7 m。煙
突は総高約15.2 m，下部12 mは煉瓦造，上部3.2 mはRC造
のテーパ付き断面，基部断面960×1,100 mm，頂部断面
670×690 mm，煙道煉瓦造部□-276×276 mm，RC造部
φ-390 mm。
④南側付属棟
　鉄骨造２階建て，張間5.8 m・桁行19.5 m。
　①②は同時期の竣工であるが，③の竣工は①②よりも
多少遅れ，④は比較的最近の竣工である。なお，今回の
煉瓦造建物の耐震対策の検討対象は，①の営業室棟と③
南側平屋倉庫内の煙突とする。②東側付属棟の木造部も
別途耐震対策を実施する（図２，３）。

３.２　構造調査結果

（１）煉瓦造壁面計画
　当該建物の煉瓦造壁の基本厚は，煉瓦２枚（約
370 mm）と考えられるが，開口部の多い北側ファサー
ドおよび西面は，壁厚を約700 mm（３枚半）に増加さ

写真２　営業室内部 写真３　窓とステンドグラス 写真４　壁のレリーフと回廊と手摺
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せるとともに，隅角部の壁厚は１m以上（煉瓦700 mm

＋石材厚300 mm）と大きくしている。これは連続開口
部による壁面積の減少を考慮したものと推定される。な
お，北東および北西角の連層壁の内部には約220 mmの
空洞層が確認されている。
　主屋建物は，平面規模の割に軒高が９mと大きい。壁
厚も２枚でほぼ標準的な厚さであるが，隅部の壁厚を厚
くするとともに，半円形ドラム状のRC柱列を付加する
など意匠を兼ねた構造補強が計画されている（図４）。
　壁面計画として第一に注目されるのは，次の２つの
RC造臥梁の存在である。
◦営業室のアーチ窓開口の上部において室内全周を囲繞
（いにょう）する回廊部スラブ

◦軒蛇腹の頂部を巡る成約300 mm・幅約400 mmの臥梁
　前者は幅800 mmほどの片持ちの突出スラブとして設
計されており，歩廊としての機能とともに，営業室の煉
瓦壁面の水平補剛に寄与している。
　また，後者は２階の連続窓開口の上部を一体化すると
ともに，面外水平力を直交する隣接壁面に伝達しうるよ
うに配慮されている。
　南側の下屋は比較的壁厚が大きく，さらに細かく隔壁
でセル状に部屋を配置するとともに，床スラブはRC造
で計画されており，天井高の大きな営業室の南側壁面を
外部より面外に補強するバットレス効果が大きい。上記
の２層の臥梁の存在とともに，当初より耐震煉瓦造とし
て構造計画されたことを示唆している。

（２）木造小屋組
　当該建物の小屋組は寄棟・瓦棒金属板葺きで，小屋組
は断面の大きな木造トラス構造を採用している。トラス
の支承部はRC造の軒臥梁の上部に敷き土台を巡らせ，
その上に設置。これらに敷き土台にはトラス支承部の両
脇に鉄製のアンカーボルトを配して，これと軒先の端母
屋とを緊結していることから，風による揚力に抵抗しう
るよう配慮されていると推定される。また，軒樋は軒蛇
腹の先端から突き出して設置されているため，雨水の浸
入はほとんど認められなかったことを付記する。
　小屋組が木造トラスで，屋根葺き材料も軽量なために，
大スパンの営業室の大天井を支持するにも有利なだけで
なく，耐震対策上もメリットが大きい。

（３）基礎構造　
　建物北東面での掘削調査の結果，現状地表面より以下
に堅牢な基礎が施工されていることが確認された。すな
わち，地盤面より下部約1,680 mmの深さにおいて，コ
ンクリート造の基礎版が確認され，その上部より２段目
と４段目において煉瓦の基礎幅を２寸ずつ拡幅しており，
その上部に18段ほどの煉瓦を組積していることが確認さ
れた。煉瓦は吸水性の少ない高温焼成煉瓦と考えられ，
１階床面レベル下３段および10段の煉瓦列上部に防湿モ

図３　２階平面図と２階RC柱列と隅角部空洞詳細図
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ルタル層（damp-proof course）と推定される目地層が
認められる。この層より上部には地中からの湿度は及ん
でいないと判断された。煉瓦壁面に白化現象が認められ
ないのは，施工時に適切な防湿対策がなされていたから
と考えられる。
　なお，地盤状況は不明であるが，目視観察の結果，建
設後90年以上を経過して，不同沈下やこれに起因する亀
裂がほとんど認められないことから，地耐力上の問題は
特に指摘されず，敷地地盤は安定していると判断される

（図５）。

３.３　耐震診断結果

（１）銀行営業室
　壁式煉瓦造建築物の耐震診断は，参考文献２）に基づ
いて行い，判定基準は参考文献３）を参考とする。
ⅰ）保有水平耐力の検討は，下記の仮定に基づいて行う

ものとする。
①面内方向の煉瓦壁は曲げ降伏しないものとし，せん断

終局強度（Qsu）を保有水平耐力（Qu）とする。
②面外方向の煉瓦壁は，Qsuと曲げ終局強度時せん断力
（Qmu）について計算し，小さい方をQuとする。

③Qsu＝t×L×τB/103  kN

 Qmu＝Mu/H＝（τB＋（N×103）/（t×L））×Z/H/106kN

 Qu＝min.（Qsu，Qmu）
　ここで，t：有効な煉瓦壁の厚さ（mm），L：有効な煉

瓦壁の長さ（mm），τB＝0.66（N/mm2）：目地のせん
断強度（付着強度），試験結果より採用，N：壁の鉛直
方向直圧力（kN），Z＝L×t2/６（mm3：断面係数），
H：壁の高さ（m）

ⅱ）面外の耐震性能の検討については，上記Quの検討
の他，Co＝1.0時の水平荷重についても検討する。

ⅲ）耐震診断基準により，構造耐震指標 Is＝Eo×G×SD

×T，構造耐震指標の判定値 Iso＝0.8×Z＝0.72
　ここで，SD：形状指標，T：経年指標，G：地動指標，

Eo＝Qu/W×F：保有性能基本指標，Qu：保有水平耐力，
W：建物重量，F＝1.0：靭性指標，Z＝0.9：地域係数

　Is≧Isoで耐震性を有すると判定する。
　本建物は，２階に相当する箇所には回廊が存在するも
のの大きな吹抜けとなっており，かつ屋根は木組で構成
されているため，剛床仮定が成立しないため壁単位で検
討した。耐震診断の結果は煉瓦壁の支持間隔が長く，地
震時に面外方向に曲げ崩壊する危険性が高い。

（２）煙突
　煙突の高さは約GL＋15.2 mで，約12.0 mの高さまでが
煉瓦造，それより上がRC造で高くなるに従い断面が小
さくなっている。GL＋6.19 mまでは建物（スラブ付き）
に固定されているが，突出部が大きいため，大地震時に
崩壊する可能性が大きい。特にRC造との切り替わり部

分から下部で折れ落ちる可能性が大きい。

４.	耐震補強の概要と補強工事の概要

　以下に，耐震補強の基本的な考え方と実際の補強工事
の概要を示す。図６には今回の補強箇所一覧を示す。

４.１　営業室主屋

（１）小屋裏のRC造臥梁の鉄骨による補強
　３.２（１）に述べたように，RC造臥梁（軒蛇腹）は
下部アーチ開口上部のRC造回廊とともに階高の大きな
大空間の営業室壁面の一体化を高めているが，配筋状況，
特に隅部の定着方法など不明な点が多い。このため，組
み立てH形鋼（横使い）にて柱壁頂部を全周にわたり補
強し，当該隅角部において斜めに鉄骨火打梁を結合する。
これによって煉瓦壁面の中央付近に生じた地震時の水平
力を効率よく，直交壁に伝達させることが可能になると
ともに，壁上部の曲げモーメントの負担を軽減させる

（図７）。
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図７　営業室小屋裏と倉庫小屋裏の補強図

図６　補強箇所一覧

⑥煙突鉄骨補強

①小屋裏の鉄骨補強

⑤防火壁補強

④内壁開口部
　補強

⑦倉庫小屋裏
　鉄骨補強

②回廊部鉄骨補強

③煉瓦壁の隅角部の
　空洞部補強
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（２）回廊部の鉄骨による補強
　回廊部スラブも小屋裏のRC造臥梁と同様に煉瓦壁面
の水平補剛に寄与しているが，より補剛を確実なものと
するため，回廊スラブの上にコの字形鉄骨プレートを敷
き詰め，このプレートにより直交壁に地震時水平力を伝
達させる。これにより煉瓦壁の面外曲げ崩壊を防ぐ（写
真５）。

（３）二重煉瓦壁の空洞部の充填による一体化
　地震時の水平力に抵抗する，特に北東および北西隅部
の耐力壁の内部に220 mm程度の空洞が存在することは，
耐震計画上不利である。したがって，当該建物の耐震補
強においては，RC造軒蛇腹とRC造回廊の２列の水平補
剛構面を隅部の耐力壁と確実な一体化を図ることが肝要
である。すなわち，煉瓦壁内の空洞部に前述の２層の既
存RC造水平補剛部を貫通するように，無収縮モルタル
を充填して厚さの大きい隅部を耐震壁化するものとする。
なお，壁内の空洞部に無収縮モルタルを充填するのに先
立って，要所にモルタル等の打設時の圧力を支持するよ
うにステンレス製のセパレータ（M10ｰ500@千鳥）をド
リル穿孔ののち定着するものとする（写真６）。
　このように，上記（１）～（３）の補強工法を採用す
ることにより，意匠性に富んだ営業室主屋の内外の壁面
を一切解体することなく，保存することが可能となった。

４.２　営業室主屋のその他の補強

（１）東側木造付属棟との接続部開口の鉄骨枠組み補強
　当該部分１階には４箇所の大きな開口が設けられてい
るが，竣工図を見ると，当初は現在使われていない北か
ら２スパン目の開口しかなかった。当初はアーチ構造で
あった可能性があるが，後の改修で矩形開口に拡幅され

た可能性がある。この煉瓦壁部分に集中して４箇所も開
口があり，２階に煉瓦壁面を有する割には開口周囲の
柱・壁断面がやや小さいため，第２種構造要素としての
リスクが高い。
　この課題に対しては，現況の北側と南側の２つの煉瓦
開口の内側に沿って４角形の鉄骨枠を設置して，既存の
煉瓦壁および煉瓦造柱とアンカーボルトによって定着し，
煉瓦面と補強鉄骨の空隙をグラウト注入する工法を採用
する。その他の中間の２つの開口はRC造壁で閉塞する

（写真７）。
（２）小屋組内の煉瓦造防火壁の構造補強
　東側木造付属棟と煉瓦造営業室主屋との小屋組は，極
めて複雑な軸部構成となっている。外観上付属棟は主棟
から南側にややセットバックしており，雁行した２重の
寄棟が抑揚のあるデザインを演出している。しかしなが
ら，現況調査の結果，当初は木造付属屋の屋根は谷を介
して独立した２つの屋根として計画されていたが，途中
で現状のような両棟一体的な小屋組に変更されたものと
推定された。
　このような計画変更は，すでに主屋の寄棟屋根の野地
までがほぼ完成した頃に実施されたらしく，東側にはほ
ぼ完成した形で隅木や配付け垂木が残されている。また，
木造付属屋の小屋組も木組が複雑で，軸が一致していな
い通りが多く，予加工材の組付けをかなり変更修正され
た可能性を示唆する部位が多数認められた（図８）。
　詳細な調査検討は今後の学術調査に期待されるが，耐
震構造的にリスクが高いのは，主屋と木造付属棟の小屋
内に設置されている煉瓦半枚の脆弱な防火壁である。当
該部位は地震時の衝撃で倒壊する危険性が指摘され，重
量の大きな煉瓦塊が地震時に営業室などに崩落して大き

写真６　二重壁の空洞部

写真７　営業室開口部の鉄骨枠組み補強とRC造壁による開口閉塞

写真５　回廊部の補強前後

図８　営業室主屋，東側木造付属棟の屋根伏図

営業室主屋屋根 東側木造
付属棟屋根

倉庫棟屋根

煙突 南側付属棟屋根（Ｓ造）
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な被害を惹起する可能性が高い。
　したがって，当該防火壁を面外に補強しなければなら
ないが，目地が脆弱なためにそのままではアンカー施工
すら心もとない。この課題に対して，安全な施工を行う
ために，まず防火壁の両面にケレンを施した後，炭素性
繊維シートを両側に貼り付け，鋼プレートによる補強を
行う。次にRC造臥梁の補強に用いたH形鋼の火打ち梁
からの２本の方杖をこの鋼プレート山形鋼と接続して面
外に倒れないようにする（写真８）。

４.３　煙突と下屋の3階建て倉庫

（１）煙突の耐震補強
　過去の地震でとりわけ被害が大きいのが，煉瓦造煙突
である。多くの場合，高さの２/３の辺りで大亀裂を生
じて崩壊したり，小屋組との境界部で折損して崩壊する
事例が目立っている。
　煙突の補強は従来，外部より鉄骨を付加する工法が主
流であったが，今回は煙道の内側に薄肉鋼管を挿入して，
周囲の既存煉瓦造およびRC造とをグラウトを介して一
体化する工法を採用する。補強用鋼管は煙突構造設計指
針に基づき，屋上突出煙突として検討する。
　上部のRC造の煙道形状は円形で内径390 mmであるが，
煉瓦造部分の煙道形状は正四角形で一辺276 mmと形状
が異なっているため，外径270 mm以下の鋼管（φ267.4
×9.3）を施工条件に応じて数ｍに分割して，煙突の上
部垂直に下ろして，下部をボイラーの底盤に定置させる。
また鋼管は適宜，現場溶接にて鋼管杭と同様に継ぎ足し
ていくものとする。煙突の側面より適切な間隔でグラウ
トの注入孔を穿孔して，鋼管設置後，下部から順次モル
タルグラウトを充填して一体化を図る。煉瓦造煙突は補
強のため１m間隔の千鳥で，長さL＝450 mm，M12のあ
と施工アンカーを打設する。北側に隣接する倉庫RC造
スラブとは２,３階床レベルでM12の貫通ボルトで緊結
する。煙突最上部のRC造部は風蝕などが進行している
ので，モルタル等で適切に補修した後，上部に雨よけの
天蓋を鋼管の上部に設置する（写真９）。

（２）下屋の３階建て倉庫の耐震補強
　煙突の耐震対策と併せて，煙突を水平方向に支持する
下屋の３階建て倉庫についても，地震時の煙突の大きな

写真８　防火壁の補強前（左）と補強後（右） 写真９　煙突の補強（鋼管の建て込み）

揺れに耐えうるための対策を併せて行う必要がある。
　基本的には，倉庫３階小屋裏室内側より軒蛇腹全周に
わたって，その側面に厚さ６mm程度のコの字形鉄骨プ
レートをアンカーボルトにて既存目地と一体に締結して
建物を箍状（たがじょう）に囲繞した後，モルタルグラ
ウトにて充填結合するものとする。また営業室と同様に，
鉄骨の火打ち梁を隅角部に設ける（図７）。

４.４　その他の補強関連事項

　当該建物は，上述のように基礎構造は堅固で，不同沈
下による構造亀裂もほとんど認められない。煉瓦の目地
は硬く締まっており，明治期に一般的であった石灰や漆
喰などの付着強度の低い仕様ではなく，近代的な材料で
あるモルタルが使用されていると思われる。目地せん断
試験結果による目地部の付着強度はτB＝0.66（N/mm2），
アンカー試験によるM10アンカー引抜最大強度は24kN

で十分な強度を有していた。これらの結果を補強設計に
用いた。
　また，図２，３の②東側付属棟（木造２階建て）につ
いては，腐食木材の取り替えや梁の補強，炭素繊維によ
る壁補強を実施した。

５.	補強工事の経緯

　補強工事は2013年７月に始まり，2014年２月に完成し
た。倉敷市の美観地区にあることより，平日は銀行業務，
土日祝日は観光客の通行が多く，鉄骨材をはじめとする
資機材の搬入，作業時間の制約が大きかった。施工時は，
狭く折れ曲がった通路からの搬入を行い，荷揚げ，取り
付けとすべて人力であり，小屋裏補強時は，真夏で50℃
を超える環境での作業となり，作業員の体調管理と作業
効率・精度確保が大変な工事であった４）。
　とにかく，当初の国の登録有形文化財に指定されたこ
の建物の外観と内部仕上げを保持しながら，耐震性能を
向上させるという当初の目的は十分満足させることがで
きた。
　補強工事は，事業主をはじめ，２人の大学教授，文化
財修理主任技術者，倉敷市教育委員会，設計・施工部門
からなる修理保全委員会を設置し，調査結果に基づき，
各補強詳細までの検討，現場に即した施工方法などあら
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Synopsis

Seismic Retrofitting of the Historical Building

 〜 The Chugoku Bank, Ltd., Kurashiki Honmachi Branch 〜
Tokie NAKANO

Eiji OKUGAWA

This paper describes seismic retrofitting of the Kurashiki Honmachi Branch of the Chugoku Bank, Ltd., (formerly the Kurashiki Branch of 

the Dai-ichi Godo Bank), a structure popular with Kurashiki citizens and tourists, located at the center of the Kurashiki Bikan historical quarter. 

Covering an area of about 449m2, the building is a two-story brick structure with ferroconcrete in parts comprising a foundation structure made 

of bricks and a straight-line wooden roof with copper roofing. Designed by Kazue Yakushiji,  an architect of the Army graduated from Tokyo 

Imperial University, engineering college, school of architecture. The building was constructed in August 1922 by Fujuki Komuten Co., Ltd. 

Since the results of seismic evaluation revealed the likelihood of the out-of-plane bending collapse, mainly of the brick walls, and bending 

fracture of the chimney, these parts were reinforced during the seismic retrofitting process. The reinforcement policy is designed to improve the 

aseismatic performance of existing buildings designated as registered national tangible cultural properties in December 1998, while preserving 

their existing exterior appearance and interior finish.
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ゆる面から協議・決定し進められた５）（写真１）。特に，
多大なご指導を頂いたノートルダム清心女子大学の上田
恭嗣教授，関西大学の西澤英和教授には感謝の意を表し
たい。
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